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１-１．都市計画とは 

 
１）法令に定める都市計画 

市街地が無秩序に開発されてしまうとどうなるでしょうか。狭くて利用しにくい道路、猫
の額ほどの公園、建物は狭い敷地の中に密集している市街地・・・。 

このような市街地になってしまえば、これを理想的なまちにつくり変えることは容易で
はありません。 

都市計画は、まちづくりの基本的な構想に基づき、土地利用、都市施設、面的整備などの
計画を総合的・一体的に定めるものです。 

この計画に基づいて、まちづくりを規制・誘導するとともに、整備事業を実施して、住み
良いまちをつくりあげていきます。 

そこで、都市計画の内容、決定手続、都市計画制限、都市計画事業などについて定めてい
るのが、都市計画法です。 

都市計画法では、住み良いまちとしていくことを目的に、まちの健全な発展と秩序ある整
備を図るため、土地利用や都市施設、市街地開発事業を定め、適正な制限を行うことによっ
て、健康で文化的な都市生活、機能的な都市活動を確保すると示されています。 

また、単に都市部の視点から考えるだけではなく、周辺の農林漁業との調和を前提とする
ことも示されています。 

引用）都市計画法 
 
（目的） 
第一条 この法律は、都市計画の内容及びその決定手続、都市計画制限、都市計画事業その他都市計画
に関し必要な事項を定めることにより、都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、もつて国土の均衡あ
る発展と公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。 
 
（都市計画の理念） 
第二条 都市計画は、農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文化的な都市生活及び機能的な都市
活動を確保すべきこと並びにこのためには適正な制限のもとに土地の合理的な利用が図られるべきこ
とを基本理念として定めるものとする。 
 
（定義） 
第四条 この法律において「都市計画」とは、都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用、
都市施設の整備及び市街地開発事業に関する計画で、次章の規定に従い定められたものをいう。 
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２）都市計画の構成 

都市計画は、後述する都市計画区域の中に土地利用、都市施設、市街地開発事業を計画し
ています。 

土地利用では、都市内の一定の地域や地区に対して適正な土地の利用を図るため、用途地
域を代表とする地域地区などが定められています。 

都市施設では、都市生活の根幹を支える道路などの交通施設、憩いを与える公園や緑地、
衛生環境を維持するための下水道などが定められています。 

市街地開発事業では、計画的な市街地整備を推進していくために行う開発や再整備につ
いて、土地区画整理事業や市街地再開発事業などの事業計画が定められています。 

これらのほかに、区域を更に限定して土地利用や都市施設に関わる規定を定めた地区計
画があり、これらを重層的に重ね合わせ統合することで、都市全体の計画の見取り図を示す
ものとなります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 都市計画の構成イメージ 

[資料]国土交通省都市局作成資料「都市計画法制」（令和 2年 3 月）を使用して作成 
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３）都市計画を定める区域 

都市計画を定める区域のことを都市計画区域といい、都市計画区域とは、健康で文化的な
都市生活と機能的な都市活動を確保するために、都市計画法等の規制を受ける土地の範囲
のことを指します。 

この区域は、関係市町村と北海道都市計画審議会の意見を聞き、国土交通省大臣の同意を
得て北海道が指定することとされ、具体的には、中心の市街地を含み、一体の都市として総
合的に整備、開発及び保全する必要があると判断した区域を都市計画区域に指定していま
す。 

北海道内には富良野市をはじめとする 99市町に 79 区域が指定されています。 

引用）都市計画法 
 
（都市計画区域） 
第五条 都道府県は、市又は人口、就業者数その他の事項が政令で定める要件に該当する町村の中心の
市街地を含み、かつ、自然的及び社会的条件並びに人口、土地利用、交通量その他国土交通省令で定め
る事項に関する現況及び推移を勘案して、一体の都市として総合的に整備し、開発し、及び保全する必
要がある区域を都市計画区域として指定するものとする。この場合において、必要があるときは、当該
市町村の区域外にわたり、都市計画区域を指定することができる。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表 北海道内の都市計画区域の指定状況 [資料]北海道の都市計画（北海道都市計画課）  
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１-２．都市計画マスタープランとは 

 
１）法令に定める都市計画マスタープラン 

都市計画マスタープランは都市計画法第 18 条の 2「市町村の都市計画に関する基本的な
方針」（いわゆる市町村マスタープラン）として規定されており、「市町村の建設に関する基
本構想」（いわゆる総合計画）と「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」（いわゆる都
市計画区域マスタープラン）に即して策定されます。 

総合計画は、自治体が定める行政各分野に関わる最上位の計画であり、一方で、都市計画
区域マスタープランは、北海道が定める都市計画区域ごとの主要な都市計画の決定方針で
あることから、これらに即すことにより、行政各分野並びに都市計画としての整合が図られ
たうえで都市計画マスタープランは策定されることとなります。 

加えて、策定にあたっては住民意見の反映と、策定後の公表、北海道への通知が規定され
ているほか、市町村が定める都市計画は、都市計画マスタープランに即すことが求められる
ことから、今後定める都市計画を想定しつつ都市計画マスタープランを策定することが必
要となります。 

 

引用）都市計画法 
 
（市町村の都市計画に関する基本的な方針） 
第十八条の二 市町村は、議会の議決を経て定められた当該市町村の建設に関する基本構想並びに都市
計画区域の整備、開発及び保全の方針に即し、当該市町村の都市計画に関する基本的な方針（以下この
条において「基本方針」という。）を定めるものとする。 
２ 市町村は、基本方針を定めようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催等住民の意見を反映させ
るために必要な措置を講ずるものとする。 
３ 市町村は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、都道府県知事に通知し
なければならない。 
４ 市町村が定める都市計画は、基本方針に即したものでなければならない。 
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２）市が定める都市計画 

都市計画の内容は下図に示すとおり多様であり、その決定は内容によって北海道又は市
町村が行いますが、大部分は市が定める都市計画となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 都市計画の内容 [資料]北海道の都市計画（北海道）を使用して作成  
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３）都市計画マスタープランの基本的な考え方 

都市計画マスタープランは、北海道が定める都市計画区域マスタープランと異なり、定め
るべき事項が都市計画法に具体に明記されているわけではありませんが、「都市計画の運用
指針」（国土交通省）において、次に掲げるような項目を含めることが示されています。 

 

引用）都市計画運用指針（国土交通省） 
 
都市計画マスタープランに含めることが考えられる項目 

ア）まちづくりの理念や都市計画の目標 

イ）全体構想 
目指すべき都市像、 
その実現のための主要課題、 
課題に対応した整備方針 等 

 

用途地域等の地域地区、都市施設、市街地開発事業に関する都市
計画の前提となる都市構造・都市空間及びこれと密接な関連を有
する交通体系の整備の考え方や土地利用、施設整備等の方針とと
もに、都市内の自然的環境の保全その他の良好な都市環境の形成、
都市景観形成等の指針を明らかにすることが望ましい。 

ウ）地域別構想 
あるべき市街地像等の地域像、 
実施されるべき施策 

全体構想に示された整備の方針等を受け、地域の特性に応じ誘導
すべき建築物の用途・形態、地域の課題に応じ地域内に整備すべ
き諸施設、円滑な都市交通の確保、緑地空間の保全・創出、空地の
確保、景観形成のため配慮すべき事項等の方針を明らかにするこ
とが望ましい。 

各市町村の判断で、各種の社会的課題（環境負荷の軽減、都市の防災性の向上・復興まちづくりの事前
の準備、都市のバリアフリー化、良好な景観の保全・形成、集約型都市構造の実現等）への都市計画と
しての対応についての考え方を記述することも考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 都市計画区域マスタープランと市町村マスタープラン 

[資料]国土交通省都市局作成資料「都市計画法制」（令和 2年 3 月）を使用して作成 

  

＜都市計画区域マスタープラン＞ 
 
○概要 
・都市計画区域ごとに都道府県が策定 
・記載事項は、 

・都市計画の目標 

・区域区分の決定の有無及び当該区分を定めるときは

その方針 

・主要な都市計画の決定の方針 

○効果 
・都市計画区域内の都市計画は、都市計画区域マス

タープランに即したものでなければならない 

＜市町村マスタープラン＞ 
       ＝ 都市計画マスタープラン 
○概要 
・市町村が策定 
・記載事項は、法定されていないが、例えば、 

・市町村のまちづくりの理念や都市計画の目標 

・全体構想（目指すべき都市像とその実現のための主

要課題等） 

・地域別構想（あるべき市街地像等） 

○効果 
・市町村が定める都市計画は、市町村マスタープラ

ンに即したものでなければならない 
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４）都市計画マスタープランの役割 

都市計画マスタープランは、長期的な視点に立った計画であること、住民意見を反映して
策定されること、また、他の計画との連携・調整を踏まえつつ、都市全体で計画される性質
から、以下の役割が期待されます。 

 

役割その１ 都市の将来像の明示 

将来の実現すべき具体的な都市像を示し、市民・事業者・行政が共有す
る都市づくりの理念と基本方針を設定します。 

役割その２ 市が定める都市計画の方針 

市が定める都市計画の決定や変更の際の根拠・指針となります。 

役割その３ 都市計画の総合性・一体性の確保 

土地利用、道路・公園・下水道等の都市施設の整備、市街地の整備など、
具体的な事業の個別計画の相互関係を調整し、総合的かつ一体的な都
市づくりの方針となります。 

役割その４ 住民の理解・具体の都市計画の合意形成の円滑化 

市民・事業者・行政が、都市づくりの課題や方向性について合意するこ
とにより、個々の事業への理解・協力を促します。 
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１-３．計画の基本事項 

 
１）対象区域 

都市計画マスタープランは市町村が定める都市計画の基本方針であることから、富良野
市都市計画マスタープラン（以下、本計画）の対象区域は、原則として本市の都市計画区域
を対象とします。 

ただし、本市では都市計画区域外に定めた都市施設が一部に存在（鳥沼公園）することか
ら、当該都市施設については、対象に含めるものとします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 都市計画区域の位置と対象区域 
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２）計画期間 

本計画は、富良野市の都市計画に関わる将来ビジョンを示す性格から、長期的展望に基づ
き策定されるべきであることを踏まえ、計画期間を 20 年間とします。 

しかしながら、20 年にわたって計画を固定しておくことは、時代変化への対応が困難と
なり、都市計画が本来なすべき施策に対しての先導性が失われてしまいます。 

したがって、計画期間中における進捗状況や社会情勢の変化等を加味しながら、概ね中間
年を目途に計画の見直しを行い、更にその 20年後を目標とする次期都市計画マスタープラ
ンへ移行していくことを基本とします。 

この考えに基づき、今回の改定による第３次都市計画マスタープランは、令和３（2021）
年度を基準年として、令和 22（2040）年度までの 20 年間を計画期間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 本計画の計画期間 

 

  

第1次都市計画マスタープラン
H10（1998）年度～H29(2017）年度

第2次都市計画マスタープラン
H23（2011）年度～H42(2030）年度

H10
1998

H23
2011

H29
2017

H42，R13
2030,2031

第3次都市計画マスタープラン
R3（2021）年度～R22(2040）年度

R22
2040

R3
2021

本計画

第4次 次期計画（予定）
R13（2031年度～
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３）策定体制 

本計画の改定は、富良野市都市計画審議会へ諮問し、審議会からの答申を得て庁議にて決
定し、公表並びに北海道への通知を行います。 

この間、策定の各段階にて都市計画審議会及び幹事会と意見調整を行い、随時策定経過を
市のホームページへ掲載するとともに、住民意見の反映については、市民アンケートを実施
したほか、原案に対してパブリックコメント手続による市民からの意見募集を行いとりま
とめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 本計画の策定体制 

  

策 定 組 織

・市長、副市長、教育長
・部長職 7名
・課長職 2名・委員 13名

・幹事長 建設水道部長
・幹事 課長職 11名
・拡大幹事 課長職 4名
※拡大幹事は、都市計画マスタープ
ラン改定にあたり、幹事長が招集し
たもの。

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

・都市建築課 都市建築係
策定支援

委託

・
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

・
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

意
見
調
整

運
営

意
見
調
整

意
見
調
整

意見

調整

都市計画審議会

幹事会

庁 議

都市計画審議会

事務局

市民意見

の募集
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４）計画の位置づけ 

本計画は、富良野市総合計画並びに富良野都市計画区域マスタープランを上位計画とし
てこれらに即し、具体の都市計画の内容である土地利用、都市施設、市街地開発事業に関わ
る決定や変更にあたって、その根拠・指針となる基本方針と位置づけられます。 

また、総合計画においては、本計画が都市計画部門を担う個別計画として位置づけられて
おり、総合計画のもと本市が策定している各部門の個別計画と整合を図りつつ、総合的なま
ちづくりを都市計画の側面から支え、これを推進していくものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 本計画の位置づけ 

 

  

都市計画区域に定める都市計画
（区域外都市施設含む）

富良野都市計画区域
マスタープラン

（都市計画行政の上位）

目標年次：R12(2030)年

第6次富良野市総合計画
（富良野市行政の上位）

R3(2021)年度～R12(2030)年度

第3次富良野市
都市計画マスタープラン

市町村の建設に関する基本構想 北海道が定める 都市計画区域の
整備、開発及び保全の方針

市町村の都市計画に関する基本的な方針

富良野市の
各種計画

即す

整合

連携

富良野市が定める都市計画

即す

即す
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５）これまでの都市計画マスタープランと今回の改定の背景 

平成 5（1993）年の都市計画法改正により、都市計画法第 18 条の 2（市町村の都市計画
に関する基本的な方針、以下「市町村都市計画マスタープラン」という。）が創設されまし
た。都市計画マスタープランは、住民の意見を反映させ、都市づくりの具体性ある将来ビジ
ョンを確立し、地域別整備方針や都市計画施設等の計画を総合的に定めることとしていま
す。また、都市計画を施行している市町村では都市計画マスタープランの策定が法律的な責
務となりました。 

富良野市では昭和 23（1948）年から都市計画を進めており、将来的なまちづくりの基本
方針を示し、都市計画の円滑な運用を図ることを目的として、平成 10（1998）年度に『第
1 次富良野市都市計画マスタープラン』を策定しました。当時は、市街地に人口が集中し、
リゾート等による産業経済の伸展と住宅需要を中心に宅地開発が進み、市街地の外延的拡
大に対応する施策が必要となったことや、「北海道富良野・大雪リゾート地域整備構想（北
海道が策定）」や「富良野リゾート基本構想（富良野市が策定）」で、都市計画区域の隣接地
域にいくつかの整備計画が集中したことから、無秩序な土地開発を防止し総合的な整備・開
発・保全を行う必要がありました。 

平成 23（2011）年度には、第 1 次富良野市都市計画マスタープラン策定から 11 年に及
ぶ社会情勢の変化やまちづくり三法（都市計画法、大店立地法、中心市街地活性化法）等関
連法の改正を踏まえ、『第 2 次富良野市都市計画マスタープラン』を策定しています。人口
減少・少子高齢化、モータリゼーションの進展に伴い生活圏の広域化や地球環境問題などを
考慮した都市型社会へ移行する中で、国土交通省では「都市計画運用指針」「政策課題対応
型都市計画運用指針」を発出し、北海道でも「コンパクトなまちづくりに向けた基本方針」
「都市計画道路の見直しガイドライン」を定めています。こうした指針等でコンパクトシテ
ィの考え方が示されるようになり、市町村においては既存の都市資源を生かしたより良い、
地域環境を目指した都市計画を方針化してきました。 

今般、第 2 次富良野市都市計画マスタープランの策定から 10 年が経過し、令和 2（2020）
年 4月 7日に改正された北海道が策定する都市計画区域マスタープラン及び令和 3（2021）
年度から始まる第 6次富良野市総合計画との整合を図る必要があることから、令和 2（2020）
年度に『第３次富良野市都市計画マスタープラン』へ改定します。改定にあたっては、第 2
次富良野市都市計画マスタープランの考え方を踏襲しつつ、住民意見の反映と長期的な視
点で将来の都市計画を定めます。 
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